
災害廃棄物：約26万ﾄﾝ（南海トラフ巨大地震）、約0.3万トン（水害）
し尿：約2万L/日（南海トラフ巨大地震）
避難所ごみ：約6トン／日（南海トラフ巨大地震）
片付けごみ（試算）：約0.2～2万トン（南海トラフ巨大地震）、0.09万トン（水害）

○発生量（災害廃棄物・し尿等）
○処理可能量
○仮置場面積、仮置場のレイアウト
○災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討

モデル事業の内容

○対象とする災害
・地震：南海トラフ巨大地震（右図） 全壊棟数：約1,720棟
・風水害：大阪府の洪水浸水想定をもとに推計
全壊棟数：約10棟

被害想定

南海トラフ巨大地震の震度分布

破砕選別後の災害廃棄物の搬出先【南海トラフ巨大地震】

災害廃棄物・し尿等の発生量の推計【結果】

災害廃棄物の処理可能量の検討【結果：南海トラフ巨大地震】

・焼却施設の災害時対応余力は3.12万t(全廃棄物量の1.2%)
→広域処理等の検討が必要な量は0.69万t (全廃棄物量の2.6%)
・最終処分場の災害時対応農能力は0.0万t(全廃棄物量の0.0%)
→広域処理等の検討が必要な量は12.5万t (全廃棄物量の48.0%)
・リサイクルが必要な量は10.5万t(全廃棄物量の40.3%)

仮置場のレイアウト案

災害廃棄物の最大仮置量の試算

A B C

被災現場 解体期間（年） 1.0 1.5 2.0 初期準備期間を含む

処理期間（年） 1.5 2.0 2.5 初期準備期間を含む

最大仮置量 38% 27% 21%

処理期間（年） 2.5 2.5 2.5 撤去等の期間を含む

最大仮置量 59% 38% 17%

一次仮置場

二次仮置場

パターン
備考

一次仮置場処理期間（準備期間含む）を(A)1.5年、(B)2年、(C)2.5年の3ﾊﾟﾀｰﾝ
で試算した災害廃棄物の仮置量は下表のとおり

【試算結果】

環境省が示す方法（災害廃棄物対策指針技術資料に示される算出方法）によ
る試算結果と、本モデル事業による試算結果※の比較は下表のとおり
※一次仮置場処理期間（準備期間含む）を(A)1.5年、(B)2年、(C)2.5年の3ﾊﾟﾀｰ
ﾝで計算

・下図は、細長いの仮置場のレイアウト案

・事故及び渋滞の防止を図るため、片付けごみ等を運搬する一般車と解体
家屋等の災害廃棄物を運搬する大型車の動線を分ける

平成29年度災害廃棄物処理計画策定モデル事業
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災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討

・災害時におけるごみの排出ルールは、通常ごみと片づけごみ（災害ごみ）が
混合しないように排出方法を明確に広報することが重要

集積場の排出・分別 ・収集運搬車両の車両保管場所と南海トラフ巨大地震時の震度分布、液状化
想定区域、風水害の洪水浸水域図を重ね合わせ、ハザード別保有台数を確
認すると、震度6弱、液状化危険度中以上に位置する施設があり、大規模地
震時には、地域内の収集・運搬が円滑に進まない可能性がある。

・そのような事態に備え、直営による利点を生かしたり、水害発生に備えて体
制構築、人材確保や育成、災害協定の締結を図る必要がある

収集運搬に係る運営管理

災害時のごみ排出ルールの変更時の留意点

搬入時のルート確保

一般廃棄物処理施設の運用災害廃棄物の収集運搬

熊本地震における
片づけごみ集積場の状況

・対象地域の直営の車種別保有台数及び積載量は、泉南市24 台、37 トン、阪
南市21 台、37 トンの計45 台、74トン
・許可業者の車両保有台数及び総重量は、65台、215 トンであり、パッカーが

23 台、56 トン、ダンプ19 台、ダンプ123 トンなど
・災害廃棄物の運搬を地域内のダンプで行う場合、運搬日数は南海トラフ巨
大地震の場合は約800日（2往復／日）が必要と試算され、広域連携による
運搬車の調達が必要

・搬入ルートを南海トラフ巨大地震時の震度及び、液状化危険度、津波浸水、
河川の氾濫と重ね合わせると、域内搬入ルートの阻害箇所は、地震時、風
水害時（浸水時）にそれぞれみられた。大規模地震時には、地域内の収集・
運搬が円滑に進まない可能性がある。

対象地域の平常時の搬入ルート

一般廃棄物処理施設の運用上の留意事項

・一般廃棄物処理施設へのヒアリング結果などから、大規模災害発生時の一
般廃棄物処理施設の搬入条件など、運用上の留意事項を整理


